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令和 3 年（2021 年）3 月 12 日

厚 生 委 員 会 資 料

地域支えあい推進部介護・高齢者支援課

（第３４号議案）

中野区介護保険条例の一部改正について

１ 改正理由

（１）令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業計画期間にお

いて介護給付費の増加が見込まれることから、保険料の基準額を改

正する必要がある。

（２）介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号）の改正に伴い、合計所

得金額に関する規定を整備する必要がある。

（３）令和３年度から令和５年度までの第８期介護保険事業計画期間にお

いて任意事業における介護用品の支給要件が変更されることにより、

区が定める支給要件と適合しなくなるため、特別給付に移行する必

要がある。

２ 改正内容

（１）介護保険料の保険料額を次のように改める。

①介護保険料の保険料額等が適用される期間を「平成３０年度から令和

２年度」を「令和３年度から令和５年度」に改める。

②保険料基準額「６８，７０９円」を「６８，７１０円」に改める。

③第１段階の保険料率「１００分の４５」を「１００分の３０」に、保

険料額「３０，９００円」を「２０，６００円」に改める。

④第２段階の保険料率「１００分の６０」を「１００分の３５」に、保

険料額「４１，２００円」を「２４，０００円」に改める。

⑤第３段階の保険料率「１００分の７０」を「１００分の６５」に、「４

８，０００円」を「４４，６００円」に改める。

⑥第１段階の保険料率は１００分の４５を超えない範囲内において、第

１段階の保険料額は３０，９００円を超えない範囲内において規則で

定める旨の条項を削る。

⑦第２段階の保険料率は１００分の６０を超えない範囲内において、第

２段階の保険料額は４１，２００円を超えない範囲内において規則で

定める旨の条項を削る。

⑧第３段階の保険料率は１００分の７０を超えない範囲内において、第

３段階の保険料額は４８，０００円を超えない範囲内において規則で

定める旨の条項を削る。
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（２）令和３年度から令和５年度における保険料率の算定に関する基準の

特例を次のように定める。

合計所得金額に給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれている

場合には、当該給与所得の金額又は公的年金等所得の合計額から１００，

０００円を控除する。

（３）条例第１１条に定める特別給付に、おむつの支給を加える。

３ 資料

条例新旧対照表 別紙１のとおり

４ 実施時期

令和３年４月１日から施行する。
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中野区介護保険条例（平成１２年中野区条例第２９号）新旧対照表

改正案 現行

目次 （略） 目次 （略）

第１章～第４章 （略） 第１章～第４章 （略）

第５章 保険給付 第５章 保険給付

第１０条 （略） 第１０条 （略）

（特別給付） （特別給付）

第１１条 （略） 第１１条 （略）

２ 区は、法第６２条に規定する特別給付として、当

該居宅要介護被保険者等の申請により、おむつを支

給する。

３ 前２項の特別給付の受給要件は、区長が別に定め

る。

２ 前項の特別給付の受給要件は、区長が別に定め

る。

第６章 （略） 第６章 （略）

第７章 保険料 第７章 保険料

（保険料率等） （保険料率等）

第１５条 令和３年度から令和５年度までの保険料

の基準額は、６８，７１０円とする。

第１５条 平成３０年度から令和２年度までの保険

料の基準額は、６８，７０９円とする。

２ （略） ２ （略）

３ 前項の規定にかかわらず、令和２年度における、

別表１の項に掲げる第１号被保険者の保険料率は

１００分の４５を超えない範囲内において規則で

定める率とし、同項に掲げる第１号被保険者の保険

料額は３０，９００円を超えない範囲内において規

則で定める額とし、同表２の項に掲げる第１号被保

険者の保険料率は１００分の６０を超えない範囲

内において規則で定める率とし、同項に掲げる第１

号被保険者の保険料額は４１，２００円を超えない

範囲内において規則で定める額とし、同表３の項に

掲げる第１号被保険者の保険料率は１００分の７

０を超えない範囲内において規則で定める率とし、

同項に掲げる第１号被保険者の保険料額は４８，０

００円を超えない範囲内において規則で定める額

とする。

第１６条・第１７条 （略） 第１６条・第１７条 （略）

（普通徴収の特例） （普通徴収の特例）

第１８条 保険料額の算定の基礎に用いる地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）の規定による特別区

民税（市町村民税を含む。以下「区民税等」という。）

第１８条 保険料額の算定の基礎に用いる地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）の規定による特別区

民税（市町村民税を含む。以下「区民税等」という。）

別紙１
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の課税非課税の別又は同法第２９２条第１項第１

３号の合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２

項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１

項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条

の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た

額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、

０とする。以下「合計所得金額」という。）が確定

しないため当該年度分の保険料額を確定すること

ができない場合においては、その確定する日までの

間に限り、当該第１号被保険者について、その属す

る世帯の世帯主その他その世帯に属する者（以下

「全世帯員」という。）の前年度区民税等の課税非

課税の別又は前年度の合計所得金額をもって算定

した額を当該年度の納期の数で除して得た額（区長

が必要と認めるときは、当該額の範囲内において区

長が定める額）を、それぞれの納期に係る保険料額

として普通徴収する。

の課税非課税の別又は同法第２９２条第１項第１

３号の合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２

項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１

項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とする。以下「合計

所得金額」という。）が確定しないため当該年度分

の保険料額を確定することができない場合におい

ては、その確定する日までの間に限り、当該第１号

被保険者について、その属する世帯の世帯主その他

その世帯に属する者（以下「全世帯員」という。）

の前年度区民税等の課税非課税の別又は前年度の

合計所得金額をもって算定した額を当該年度の納

期の数で除して得た額（区長が必要と認めるとき

は、当該額の範囲内において区長が定める額）を、

それぞれの納期に係る保険料額として普通徴収す

る。

２ （略） ２ （略）

第１９条～第２５条 （略） 第１９条～第２５条 （略）

第７章の２～第９章 （略） 第７章の２～第９章 （略）

附 則 附 則

第１条～第８条 （略） 第１条～第８条 （略）

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定

に関する基準の特例）

第９条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得

金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８

条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれて

いる者の令和３年度における保険料率の算定につ

いての別表（６の項⑴、７の項⑴、８の項⑴、９の

項⑴、１０の項⑴、１１の項⑴、１２の項⑴、１３

の項⑴、１４の項⑴、１５の項⑴及び１６の項⑴に

係る部分に限る。）及び第１８条第１項の規定の適

用については、同項中「租税特別措置法」とあるの

は、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８

条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額に
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ついては、同法第２８条第２項の規定によって計算

した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定に

よって計算した金額の合計額から１００，０００円

を控除して得た額（当該額が０を下回る場合には、

０とする。）によるものとし、租税特別措置法」と

する。

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算

定について準用する。この場合において、同項中「令

和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるも

のとする。

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の

算定について準用する。この場合において、同項中

「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替え

るものとする。

別表（第１５条関係） 別表（第１５条関係）

備考 （略） 備考 （略）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第１５条第１項、第１８条第１項及び別

表の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、令和２年度以前の年度分の保険料につ

いては、なお従前の例による。

第１号被保険者 保険料率 保険料額

１ 令第３９条第１項

第１号に掲げる者

１００分

の３０

２０，６００円

２ 令第３９条第１項

第２号に掲げる者

１００分

の３５

２４，０００円

３ 令第３９条第１項

第３号に掲げる者

１００分

の６５

４４，６００円

４ （略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

１７ （略） （略） （略）

第１号被保険者 保険料率 保険料額

１ 令第３９条第１項

第１号に掲げる者

１００分

の４５

３０，９００円

２ 令第３９条第１項

第２号に掲げる者

１００分

の６０

４１，２００円

３ 令第３９条第１項

第３号に掲げる者

１００分

の７０

４８，０００円

４ （略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

１７ （略） （略） （略）


